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金
融
資
産
分
布
の
地
域
的
変
化

〜
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
〜

二
上
季
代
司

一
〇
年
前
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
、
金
融
環
境
を
取
り
巻
く
様
々
な
変
化
（
異
次
元
金
融
緩
和
の
深
化
に
伴
う
超
低
金
利
の
継

続
や
少
子
高
齢
化
等
）
を
背
景
に
、
地
方
金
融
機
関
は
も
ち
ろ
ん
地
方
証
券
会
社
の
経
営
環
境
は
非
常
に
厳
し
く
な
っ
て
い
る
。

と
こ
ろ
で
、
地
方
の
金
融
機
関
や
証
券
会
社
の
ビ
ジ
ネ
ス
の
「
タ
ネ
」
と
な
っ
て
い
る
「
金
融
資
産
」（
預
貯
金
や
株
式
・
債

券
・
投
信
等
）
の
地
域
的
分
布
状
況
が
、
こ
の
間
、
ど
の
よ
う
に
変
化
し
て
い
っ
た
の
か
、
あ
ま
り
知
ら
れ
て
い
な
い
。
都
道
府
県

別
の
預
金
・
貸
金
の
動
向
に
つ
い
て
は
日
本
銀
行
が
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
公
開
し
て
い
る
が
、
家
計
が
保
有
す
る
有
価
証
券
（
株
式

や
債
券
、
投
信
）
の
地
域
的
分
布
状
況
に
つ
い
て
は
、
ほ
と
ん
ど
み
る
機
会
が
な
い
の
で
あ
る
。

そ
こ
で
以
下
で
は
、
総
務
省
統
計
局
の
『
全
国
消
費
実
態
調
査
』
（
１
）

を
用
い
て
、
上
記
の
問
題
に
取
り
組
ん
で
み
よ
う
と
思
う
。

１
　
『
全
国
消
費
実
態
調
査
』
に
み
る
家
計
の
金
融
資
産
残
高

全
国
消
費
実
態
調
査
（
以
下
、
単
に
総
務
省
『
調
査
』
と
略
す
）
は
、
家
計
の
構
造
を
「
所
得
」、「
消
費
」、「
資
産
」
の
三
つ
の

側
面
か
ら
総
合
的
に
把
握
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。
調
査
方
法
と
し
て
は
、
対
象
家
計
に
地
域
的
な
隔
た
り
が
な
い
よ
う
に
、

全
国
を
約
四
千
七
百
調
査
区
に
わ
け
、
各
区
よ
り
一
一
世
帯
を
系
統
抽
出
、
選
定
し
、
調
査
事
項
を
記
載
し
た
調
査
表
に
記
入
を
依



頼
し
て
、
こ
れ
を
回
収
し
分
析
す
る
、
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
調
査
事
項
と
し
て
は
、
家
計
の
収
入
・
支
出
の
ほ
か
、
貯
蓄
・
負
債
、

耐
久
消
費
財
、
住
宅
・
宅
地
な
ど
の
家
計
資
産
も
含
ん
で
お
り
、
五
年
ご
と
に
お
こ
な
わ
れ
て
い
る
（
２
）。

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
で
は

二
〇
〇
九
年
と
二
〇
一
四
年
に
実
施
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
調
査
項
目
の
う
ち
「
年
間
収
入
及
び
貯
蓄
・
借
入
金
残
高
に
関
す
る
事
項
」
で
は
、
預
貯
金
や
有
価
証
券
（
信
託
、
株
式

及
び
債
券
な
ど
）
に
つ
き
、
一
世
帯
当
た
り
の
平
均
残
高
（
調
査
年
の
一
一
月
末
）
が
都
道
府
県
別
に
公
表
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
、

こ
の
平
均
残
高
に
都
道
府
県
別
の
世
帯
数
を
掛
け
合
わ
せ
れ
ば
、
家
計
の
持
つ
金
融
資
産
残
高
の
都
道
府
県
別
内
訳
が
得
ら
れ
る
だ

ろ
う
（
３
）。

そ
し
て
、
〇
九
年
と
一
四
年
の
時
点
比
較
を
お
こ
な
え
ば
、
こ
の
間
の
都
道
府
県
の
金
融
資
産
の
移
動
状
況
が
把
握
で
き
る
、

と
期
待
で
き
る
。

そ
こ
で
ま
ず
、
単
身
世
帯
を
含
め
た
全
国
総
世
帯
の
持
つ
金
融
資
産
残
高
を
算
出
し
て
み
た
（
表
１
）。
こ
れ
に
よ
る
と
、
こ
の

五
年
間
で
貯
蓄
総
計
は
五
三
兆
円
（
約
七
・
六
％
）
増
加
、
う
ち
株
式
・
株
式
投
信
が
二
二
兆
円
（
四
〇
％
）
増
え
て
い
る
。
つ
ま

り
一
二
年
末
か
ら
の
株
式
市
況
の
好
転
が
保
有
動
向
に
反
映
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
ま
た
、
単
身
世
帯
が
急
速
に
増
え
て
い
る

（
一
三
三
万
世
帯
の
増
加
）。
総
世
帯
数
に
占
め
る
単
身
世
帯
の
割
合
も
二
九
・
六
％
か
ら
三
一
・
二
％
へ
上
昇
し
て
お
り
、
金
融
資

産
残
高
の
増
加
分
の
六
割
（
三
一
兆
円
）
は
単
身
世
帯
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

と
こ
ろ
で
、
本
題
に
入
る
前
に
、
注
意
す
べ
き
こ
と
が
あ
る
。
そ
れ
は
日
本
銀
行
『
資
金
循
環
統
計
』（
日
銀
『
統
計
』
と
略
す
）

と
の
相
違
で
あ
る
。
日
銀
『
統
計
』
に
よ
る
と
、
家
計
金
融
資
産
は
同
じ
期
間
に
一
四
九
二
兆
円
（
〇
九
年
末
）
か
ら
一
六
九
四
兆

円
（
一
四
年
末
）
へ
、
二
〇
二
兆
円
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
。
世
上
、
用
い
ら
れ
る
「
家
計
金
融
資
産
」
は
こ
の
数
字
で
あ
る
が
、

表
１
の
数
値
と
比
べ
大
き
な
開
き
が
あ
る
。
こ
の
違
い
は
ど
こ
か
ら
生
じ
る
の
だ
ろ
う
か
。
こ
れ
を
最
初
に
み
て
お
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

（2）



【
総
務
省
『
調
査
』
と
日
銀
『
統
計
』】

総
務
省
『
調
査
』
は
、
冒
頭
み
た
よ
う
に
、
全
国
か
ら
五
・
二
〜
五
・
三
万

世
帯
（
う
ち
約
八
％
は
単
身
世
帯
）
を
系
統
抽
出
し
、
調
査
表
を
渡
し
て
記
入

し
て
も
ら
い
、
こ
れ
を
一
定
期
限
後
に
回
収
し
て
整
理
・
分
析
す
る
手
法
を
と

っ
て
い
る
。
つ
ま
り
表
１
の
数
値
は
、「
自
己
申
告
」
の
平
均
値
に
世
帯
総
数
を

掛
け
合
わ
せ
て
積
算
し
た
も
の
で
あ
る
。
選
定
し
た
世
帯
数
は
総
世
帯
数
の
わ

ず
か
千
分
の
一
で
あ
り
、
全
体
の
平
均
的
な
姿
を
反
映
し
て
い
な
い
可
能
性
が

あ
る
（
４
）。

他
方
、
日
銀
『
統
計
』
は
こ
れ
と
は
異
な
る
（
５
）。

日
銀
は
各
部
門
の
金
融
資
産

残
高
や
金
融
取
引
の
計
数
を
確
定
す
る
際
に
（
１
）
基
礎
デ
ー
タ
と
し
て
各
部

門
の
財
務
諸
表
な
ど
を
用
い
る
方
法
（「
垂
直
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」）
と
（
２
）
金

融
取
引
に
関
す
る
統
計
デ
ー
タ
な
ど
か
ら
取
引
項
目
ご
と
の
総
額
を
、
そ
れ
ぞ

れ
保
有
す
る
各
部
門
の
資
産
あ
る
い
は
負
債
と
し
て
割
り
当
て
て
い
く
方
法

（「
水
平
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」）
を
併
用
し
て
い
る
。
家
計
は
も
ち
ろ
ん
個
人
事
業
主

（
農
林
業
を
含
む
）
に
関
し
て
も
、
財
務
諸
表
な
ど
の
基
礎
デ
ー
タ
が
な
い
た
め
、

取
引
相
手
（
金
融
機
関
、
証
券
会
社
、
保
険
会
社
な
ど
）
や
証
券
取
引
所
の
投

資
部
門
別
売
買
デ
ー
タ
、
保
有
主
体
別
デ
ー
タ
な
ど
を
参
考
に
し
て
計
数
を
割

り
当
て
る
「
水
平
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」
を
と
っ
て
お
り
、
こ
れ
ら
が
「
家
計
部
門
」

（3）

（出所）総務省統計局『全国消費実態調査』平成21年、平成26年より作成
（注１）１世帯当たりの平均残高に世帯数を乗じて算出。残高は調査年の11月末現在。
（注２）右は単身世帯の数値で内数である。

表１　家計の保有金融資産残高
（単位：世帯、兆円）

2009年（Ｈ21） うち単身 2016年（Ｈ26） うち単身 増減 うち単身
世帯数 50,011,071 14,815,125 51,756,435 16,147,636 1,745,364 1,332,511
貯蓄総計 699 163 752 194 53 31
内訳 預貯金 438 108 473 127 35 18

生命保険など 151 26 154 31 3 5
有価証券 98 27 110 34 13 7
株式・株式投信 55 14 78 24 22 10
債券・債券投信 34 10 26 7 －8 －3
貸付信託・金銭信託 9 2 7 2 －2 0
その他 12 2 13 3 1 1

（参考） 年金型貯蓄 33 8 36 9 3 1
外貨預金・外債・外国株式 12 4 16 4 4 0



の
計
数
と
な
る
。

た
と
え
ば
、
家
計
金
融
資
産
の
三
割
近
く
を
占
め
る
「
保
険
・
年
金
」
の
場
合
、
日
銀
『
統
計
』
で
は
保
険
会
社
の
「
責
任
準
備

金
」
を
、
顧
客
属
性
か
ら
家
計
部
門
の
計
数
を
算
出
し
、
そ
れ
を
割
り
当
て
て
い
る
が
、
総
務
省
『
調
査
』
で
は
、
世
帯
主
に
保
険

加
入
期
間
中
の
払
込
総
額
（
掛
け
捨
て
を
除
く
）
を
記
入
さ
せ
て
い
る
。
結
果
は
近
似
し
た
額
に
な
る
は
ず
と
は
い
え
、
ア
プ
ロ
ー

チ
は
全
く
異
な
っ
て
い
る
。

ま
た
日
銀
『
統
計
』
の
家
計
部
門
に
は
個
人
事
業
主
も
含
ま
れ
る
。
総
務
省
『
調
査
』
の
調
査
対
象
に
も
個
人
事
業
を
営
む
世
帯

が
含
ま
れ
る
が
、
そ
の
場
合
に
は
家
計
用
の
ほ
か
営
業
用
も
含
め
て
調
査
す
る
建
前
で
は
あ
る
。
つ
ま
り
農
家
も
含
め
個
人
営
業
用

の
金
融
資
産
も
含
ん
で
い
る
。
し
か
し
、
自
己
申
告
で
あ
る
だ
け
に
、
所
得
税
の
税
務
申
告
と
同
様
に
、
過
少
申
告
の
恐
れ
が
あ
る

よ
う
に
思
わ
れ
る
。

総
務
省
『
調
査
』
に
は
以
上
の
よ
う
な
制
約
が
あ
る
の
だ
が
、
都
道
府
県
別
の
数
値
が
得
ら
れ
る
の
は
、
現
状
、
総
務
省
『
調
査
』

の
み
と
思
わ
れ
る
。
以
上
に
留
意
し
つ
つ
、
次
に
都
道
府
県
別
の
資
産
移
動
を
み
よ
う
。

２
　
都
道
府
県
別
の
金
融
資
産
移
動

表
２
は
、
二
つ
の
時
点
（
〇
九
年
、
一
四
年
）
に
お
け
る
地
域
別
の
金
融
資
産
残
高
と
そ
の
間
の
増
減
を
み
た
も
の
で
あ
る
。
な

お
、
総
務
省
『
調
査
』
で
は
、
地
域
別
の
貯
蓄
額
は
「
二
人
以
上
の
世
帯
」
し
か
開
示
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
こ
こ
に
は
単
身
世
帯

の
部
分
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

こ
れ
に
よ
れ
ば
、
こ
の
五
年
間
で
「
二
人
以
上
世
帯
」
の
貯
蓄
総
額
は
二
二
兆
円
弱
の
増
加
を
み
て
い
る
が
、
そ
の
九
割
以
上
の

約
二
〇
兆
円
は
三
大
都
市
圏
が
占
め
る
。
ま
た
東
京
を
除
く
関
東
六
県
が
九
兆
円
、
大
阪
を
除
く
近
畿
一
府
四
県
が
一
兆
円
の
純
増

（4）



（5）

全
国

東
京

北
陸
・

甲
信
越

中
・
四
国

九
州
・

沖
縄

【
2009年

、
H21】

貯
蓄
総
計

53,530
5,602 

3,752
5,159

4,565
内
訳

預
貯
金

32,968
3,521

2,329
3,172

2,796
生
命
保
険
な
ど

12,502
1,174

950
1,292

1,241
有
価
証
券

7,103
796

425
631

452
株
式
・
株
式
投
信

4,143
506

223
396

235
債
券
・
債
券
投
信

2,341
223

171
187

175

大
阪

近
畿
（
大

阪
除
く
）

中
部
東
海

（
愛
知
除
く
）
北
海
道
・

東
北

3,503
5,490

3,557
4,748

2,201
3,347

2,235
2,966

821
1,233

805
1,356

434
809

464
354

275
512

282
180

120
223

140
136

貸
付
信
託
・
金
銭
信
託

619
67

39
74

41
38

31
49

43
そ
の
他

957
110

47
101

54
72

49
64

75
(参
考
）
年
金
型
貯
蓄

2,531
250

165
269

174
205

165
262

214
外
貨
預
金
・
外
債
・
外
国
株
式

813
105

60
96

43
31

30
69

52
【

2014年
、

H26】
貯
蓄
総
計

55,714
7,068

3,738
5,599

3,499
4,692

3,513
5,044

4,240
内
訳

預
貯
金

34,676
4,088

2,326
3,451

2,232
3,040

2,252
3,239

2,662
生
命
保
険
な
ど

12,306
1,325

790
1,267

768
1,230

891
1,181

1,103
有
価
証
券

7,688
1,546

559
766

440
331

322
549

392

表
２
　
家
計
（
２
人
以
上
世
帯
）
の
地
域
別
保
有
金
融
資
産
残
高

（
単
位
：

100億
円
）

愛
知

三
大
都
市
圏

へ
の
集
中
度

関
東
（
東

京
除
く
）

3,518
23.6％

13,633
2,171

23.9％
8,231

694
21.5％

2,935
554

25.1％
2,182

330
26.8％

1,205
186

22.6％
779

38
23.3％

197
99

26.8％
285

177
23.4％

650
64

28.2％
261

3,798
26.2％

14,524
2,249

25.0％
9,137

803
23.7％

2,948
621

35.5％
2,161

株
式
・
株
式
投
信

5,352
1,117

420
445

37.0％
1,449

559
324

207
208

375
246

債
券
・
債
券
投
信

1,859
346

103
150

32.2％
575

157
94

89
97

136
111

貸
付
信
託
・
金
銭
信
託

481
83

36
27

30.3％
137

50
23

35
16

38
35

そ
の
他

1,043
109

62
125

28.4％
278

115
58

90
48

75
82

(参
考
）
年
金
型
貯
蓄

2,713
305

182
202

25.4％
704

274
178

232
185

228
222

外
貨
預
金
・
外
債
・
外
国
株
式

1,207
235

79
84

33.0％
360

126
73

59
43

85
64

次
ペ
ー
ジ
へ
続
く



だ
が
、
愛
知
を
除
く
中
部
東
海
で
は
約
六
千
億
円
弱
の
純
減
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
を
除
く
地
方
圏
は
七
・
四
兆
円
の
純
減
で
あ
る
。

表
２
で
は
、
紙
面
の
制
約
で
、
大
ま
か
な
く
く
り
に
し
て
い
る
が
、
こ
れ
を
よ
り
細
分
化
す
る
と
、
地
方
圏
で
も
、
九
州
、
北
陸
・

甲
信
越
、
東
北
、
四
国
の
純
減
額
が
大
き
く
な
っ
て
い
る
。
そ
の
要
因
の
大
部
分
は
、
世
帯
数
の
増
減
に
よ
っ
て
説
明
で
き
る
。
す

な
わ
ち
上
記
の
地
方
圏
に
お
い
て
世
帯
数
が
減
少
し
、
都
市
圏
で
世
帯
数
が
増
え
て
い
る
の
で
あ
る
。

（6）

（
出
所
）
表
１
に
同
じ

（
注
１
）
２
人
以
上
の
世
帯
の
み
の
数
値
。
単
身
世
帯
は
含
ま
な
い
。

（
注
２
）
生
命
保
険
、
債
券
・
公
社
債
投
信
、
貸
付
信
託
・
金
銭
信
託
は
純
減
で
あ
る
が
、
東
京
で
は
純
増
で
あ
り
、
こ
の
た
め
増
減
シ
ェ
ア
は
カ
ッ
コ
で
く
く
っ
て
あ
る
。

東
北
：
青
森
、
岩
手
、
宮
城
、
秋
田
、
山
形
、
福
島

関
東
：
茨
城
、
栃
木
、
群
馬
、
埼
玉
、
千
葉
、
神
奈
川

北
陸
：
富
山
、
石
川
、
福
井
。
甲
信
越
：
新
潟
、
長
野
、
山
梨

中
部
東
海
：
岐
阜
、
静
岡
、
三
重

近
畿
：
滋
賀
、
京
都
、
兵
庫
、
奈
良
、
和
歌
山

中
国
：
鳥
取
、
島
根
、
岡
山
、
広
島
、
山
口
。
四
国
：
徳
島
、
香
川
、
愛
媛
、
高
知

九
州
：
福
岡
、
佐
賀
、
長
崎
、
熊
本
、
大
分
、
宮
崎
、
鹿
児
島

－
3416

912
(参
考
）
年
金
型
貯
蓄

183
外
貨
預
金
・
外
債
・
外
国
株
式

394

全
国

東
京

北
陸
・

甲
信
越

中
・
四
国

九
州
・

沖
縄

55
20

131
12

債
券
・
債
券
投
信

－
482

123
－

73
－

51
－

64
貸
付
信
託
・
金
銭
信
託

－
139

16
－

15
－

11
－

8
そ
の
他

86
－

2
－

1
11

7

大
阪

近
畿
（
大

阪
除
く
）

中
部
東
海

（
愛
知
除
く
）
北
海
道
・

東
北

有
価
証
券

585
750

125
－

43
－

23
－

23
－

103
－

82
－

61
株
式
・
株
式
投
信

1,209
611

146
47

42
28

－
15

－
20

11
－

17
－

66
－

47
－

47
－

3
－

24
－

19
－

3
15

14
5

18
17

5
4

28
19

30
29

28

愛
知

三
大
都
市
圏

へ
の
集
中
度

関
東
（
東

京
除
く
）

【
増
減
】

貯
蓄
総
計

2,184
1,466 

235
281

90.7％
892

109
－

58
－

57
－

240
－

115
－

325
内
訳

預
貯
金

1,708
567

126
78

45.1％
907

104
－

3
74

－
78

67
－

133
生
命
保
険
な
ど

－
195

150
－

31
109

（
－

116.9％
）

13
34

－
37

－
126

－
58

－
111

－
138

67
161.0％

－
21

115
72.1％

243
－

36
（
－

14.4％
）

－
204

－
12

（
－

0.9％
）

－
60

26
45.8 ％

－
7

26
53.7％

54
20

43.0％
99



ま
た
、
家
計
金
融
資
産
の
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
（
全
国
ベ
ー
ス
）
の
二
〇
〇
九
年
か
ら
一
四
年
の
変
化
は
、
預
貯
金
が
や
や
上
昇

（
六
一
・
六
％

六
二
・
二
％
）、
生
命
保
険
が
下
落
（
二
三
・
四
％

二
二
・
一
％
）、
そ
の
う
ち
年
金
型
は
上
昇
（
四
・
七
％

四
・
九
％
）、
有
価
証
券
は
や
や
上
昇
（
一
三
・
三
％

一
三
・
八
％
）
だ
が
株
式
・
株
式
投
信
は
上
昇
し
（
七
・
七
％

九
・
六

％
）、
債
券
・
公
社
債
投
信
は
下
落
（
四
・
四
％

三
・
三
％
）
し
て
い
る
。
な
お
、
外
貨
建
て
商
品
も
上
昇
し
て
い
る
（
一
・

五
％

二
・
二
％
）。

そ
こ
で
、
主
な
商
品
種
類
別
に
地
域
的
移
動
状
況
を
み
る
と
以
下
の
よ
う
で
あ
る
。

【
預
貯
金
】

預
貯
金
は
全
国
ベ
ー
ス
で
一
七
兆
円
の
純
増
を
み
て
い
る
が
、
九
州
・
沖
縄
、

四
国
、
北
陸
・
甲
信
越
、
東
北
で
純
減
し
、
逆
に
東
京
・
関
東
、
大
阪
・
近
畿
、

愛
知
、
中
国
、
北
海
道
な
ど
が
純
増
と
な
っ
て
い
る
。
純
増
、
純
減
の
上
位
一
〇

県
を
み
る
と
表
２
―
１
の
と
お
り
で
あ
る
。

東
京
、
神
奈
川
、
千
葉
、
埼
玉
の
首
都
圏
一
都
三
県
で
一
二
・
三
兆
円
（
全
体

純
増
額
の
八
四
％
―
―
以
下
同
じ
）
を
占
め
る
。
こ
れ
に
、
大
阪
、
北
海
道
、
愛

知
、
兵
庫
と
続
く
。
他
方
、
純
減
と
な
っ
た
地
域
は
、
福
岡
、
新
潟
、
香
川
、
秋

田
、
青
森
、
長
崎
と
続
き
、
こ
の
六
県
で
三
兆
円
の
純
減
と
な
る
。
純
減
は
九
州
、

四
国
、
甲
信
越
、
東
北
の
各
地
域
に
集
中
し
て
い
る
。

（7）

表２－１　増減上位10（預貯金）

（単位：100億円）

（出所）表１に同じ
（注）全国ベースでみた預貯金の純増額は17兆円で

ある。

10

純増上位10

－24

2 －58新 潟 県

大 分 県

3 香 川 県 －52
4 秋 田 県 －49
5 青 森 県 －47

東 京 都 567
神奈川県 347
千 葉 県 316
埼 玉 県 208
大 阪 府 126

6 北 海 道 101 長 崎 県 －45
7 愛 知 県 78 群 馬 県 －40
8 兵 庫 県 76 奈 良 県 －35
9 山 口 県 66 徳 島 県 －30
広 島 県 61

純減上位10
1 1 福 岡 県 －59

2
3
4
5
6
7
8
9

10



【
有
価
証
券
】

総
理
府
『
調
査
』
で
は
有
価
証
券
を
三
種
類
（
株
式
、
債
券
、
信
託
）
に
分
け
て
い
る
が
、
こ
こ
で
は
株
式
と
債
券
の
二
種
類
を

み
る
。

ま
ず
「
株
式
・
株
式
投
信
」
を
み
る
と
、
預
貯
金
に
次
い
で
純
増
額
が
多
い
（
全
国
ベ
ー
ス
で
一
二
兆
円
の
純
増
）。
表
２
お
よ

び
表
２
―
２
に
み
る
よ
う
に
、
株
式
・
株
式
投
信
の
三
大
都
市
圏
へ
の
集
中
度
は
も
と
も
と
高
い
の
だ
が
、
こ
の
五
年
間
で
東
京
、

大
阪
、
愛
知
の
合
計
で
八
・
八
兆
円
（
七
二
％
）
の
純
増
と
な
り
、
更
に
集
中
度
を
高
め
て
い
る
。
ま
た
、
こ
れ
に
埼
玉
、
神
奈
川
、

千
葉
、
兵
庫
の
関
東
・
近
畿
の
四
県
を
加
え
る
と
一
一
兆
円
と
な
り
、
純
増
額
の
ほ
ぼ
全
額
を
占
め
る
。
他
方
、
純
減
し
た
地
域
は
、

広
島
、
岡
山
、
福
岡
、
徳
島
、
山
梨
、
新
潟
、
長
崎
、
宮
崎
、
鹿
児
島
な
ど
中
国
、
九
州
、
四
国
の
西
日
本
各
県
に
多
く
み
ら
れ

る
。他

方
、「
債
券
・
公
社
債
投
信
」
を
み
る
と
、
株
式
と
は
逆
に
純
減
と
な
っ
て

い
る
（
全
国
ベ
ー
ス
で
四
・
八
兆
円
の
マ
イ
ナ
ス
）。
こ
の
間
、
異
次
元
金
融
緩

和
の
影
響
が
続
き
、
債
券
・
公
社
債
投
信
の
利
回
り
が
異
常
に
落
ち
込
む
中
、
こ

れ
ら
債
券
関
連
商
品
か
ら
引
き
上
げ
ら
れ
た
資
金
は
株
式
・
株
式
投
信
へ
シ
フ
ト

し
て
い
っ
た
と
思
わ
れ
る
。
た
と
え
ば
、
埼
玉
、
神
奈
川
、
愛
知
、
京
都
、
兵
庫

の
三
大
都
市
圏
お
よ
び
そ
の
周
辺
で
は
、
債
券
・
公
社
債
投
信
は
大
き
な
純
減
を

示
し
て
い
る
が
（
表
２
―
３
）、
そ
れ
と
は
同
額
あ
る
い
は
そ
れ
を
上
回
る
額
で

株
式
・
株
式
投
信
は
純
増
を
み
せ
て
い
る
（
表
２
―
２
）。
こ
の
中
で
、
東
京
だ

け
が
一
・
二
兆
円
の
純
増
で
あ
る
。
も
っ
と
も
純
増
額
は
株
式
・
株
式
投
信
の
純

（8）

表２－２　増減上位10（株式・株式投信）

（単位：100億円）

（出所）表１に同じ
（注）全国ベースでみた株式・株式投信の純増額は

12兆円である。

10

純増上位10

－5

2 －22岡 山 県

奈 良 県

3 福 岡 県 －14
4 徳 島 県 －12
5 山 梨 県 －12

東 京 都 611
大 阪 府 146
愛 知 県 115
埼 玉 県 88
神奈川県 72

6 千 葉 県 69 新 潟 県 －12
7 兵 庫 県 25 長 崎 県 －8
8 熊 本 県 23 宮 崎 県 －6
9 静 岡 県 22 鹿児島県 －6
三 重 県 18

純減上位10
1 1 広 島 県 －24

2
3
4
5
6
7
8
9

10



増
額
の
二
割
に
と
ど
ま
る
。

【
保
険
】

保
険
は
全
国
的
に
み
て
も

純
減
と
な
っ
て
い
る
が
（
全

国
ベ
ー
ス
で
約
二
兆
円
の
純

減
）、
年
金
型
貯
蓄
は
純
増

と
な
っ
て
い
る
（
同
一
・
八

兆
円
の
純
増
）。
こ
の
こ
と

は
養
老
保
険
の
よ
う
な
満
期

時
に
一
括
し
て
受
け
取
る
貯

蓄
性
保
険
商
品
の
純
減
が
、
な
お
一
層
多
か
っ
た
こ
と
を
意
味
す
る
。
そ
こ
で
、
年
金
型
貯
蓄
の
地
域
的
分
布
状
況
を
み
る
と
、
純

増
額
は
、
東
京
、
千
葉
、
愛
知
、
北
海
道
と
続
き
、
大
阪
は
神
奈
川
と
ほ
ぼ
同
じ
五
、
六
位
と
な
っ
て
い
る
。
総
じ
て
、
年
金
型
貯

蓄
の
都
市
圏
へ
の
集
中
度
は
さ
ほ
ど
高
く
な
く
、
地
方
圏
に
お
い
て
も
純
増
の
県
が
み
ら
れ
る
。

【
外
貨
建
て
預
金
・
外
債
・
外
国
株
式
】

外
貨
建
て
に
つ
い
て
も
全
国
ベ
ー
ス
で
四
兆
円
の
純
増
を
み
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、
預
金
、
債
券
、
株
式
の
内
訳
は
明
ら
か
で
は

な
い
が
、
純
減
は
わ
ず
か
七
県
の
み
で
、
そ
の
額
も
比
較
的
小
さ
い
。
他
方
、
東
京
の
純
増
額
が
際
立
っ
て
多
い
が
、
他
の
道
府
県

（9）

表２－３　増減上位10（債券・公社債投信）

（単位：100億円）

（出所）表１に同じ
（注）全国ベースでみた債券・公社債投信の純減額は

マイナス4.8兆円である。

10

純増上位10

－22

2 －69神奈川県

静 岡 県

3 愛 知 県 －36
4 長 野 県 －32
5 福 岡 県 －31

東 京 都 123
熊 本 県 2
和歌山県 2
宮 城 県 1
山 形 県 1

6 山 口 県 1 広 島 県 －28
7 長 崎 県 0 栃 木 県 －27
8 石 川 県 0 京 都 府 －26
9 鳥 取 県 －1 兵 庫 県 －24
愛 媛 県 －1

純減上位10
1 1 埼 玉 県 －69

2
3
4
5
6
7
8
9
10

表２－４　増減上位10（年金型貯蓄）

（単位：100億円）

（出所）表１に同じ
（注）全国ベースでみた年金型貯蓄の純増額は1.8兆

円である。

10

純増上位10

－3

2 －20京 都 府

静 岡 県

3 福 岡 県 －8
4 香 川 県 －7
5 徳 島 県 －5

東 京 都 55
千 葉 県 32
愛 知 県 26
北 海 道 19
神奈川県 18

6 大 阪 府 17 三 重 県 －4
7 滋 賀 県 12 愛 媛 県 －4
8 熊 本 県 12 新 潟 県 －4
9 岐 阜 県 11 茨 城 県 －3
長 野 県 11

純減上位10
1 1 広 島 県 －33

2
3
4
5
6
7
8
9

10



も
お
し
な
べ
て
ふ
え
て
お
り
、
外
貨
建
て
貯
蓄
が
全
国
的
に
浸
透
し
て
い
る
よ

う
に
思
わ
れ
る
。

以
上
を
振
り
返
っ
て
み
る
と
、
こ
の
間
に
お
け
る
貯
蓄
の
増
加
は
、
東
京
お

よ
び
関
東
圏
に
集
中
し
て
い
る
こ
と
、
商
品
別
に
み
る
と
、
預
貯
金
は
関
東
圏

で
の
増
加
が
著
し
く
、
株
式
・
株
式
投
信
の
純
増
は
東
京
に
お
い
て
著
し
い
こ

と
で
あ
る
。
他
方
、
純
減
は
福
岡
・
長
崎
な
ど
の
九
州
、
新
潟
・
山
梨
・
長
野

の
甲
信
越
、
青
森
・
秋
田
等
の
東
北
、
徳
島
・
香
川
な
ど
の
四
国
に
多
い
こ
と

が
わ
か
る
。

３
　
証
券
会
社
の
店
舗
状
況

以
上
の
よ
う
に
、
二
〇
〇
九
年
と
二
〇
一
四
年
の
二
時
点
を
比
較
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
こ
の
間
の
金
融
資
産
の
地
域
的
移
動
状

況
を
み
て
き
た
。
こ
の
う
ち
株
式
、
債
券
、
投
信
は
証
券
会
社
の
伝
統
的
商
品
で
あ
り
、
保
険
商
品
の
販
売
も
兼
業
が
可
能
で
あ
る
。

そ
こ
で
、
販
売
拠
点
で
あ
る
証
券
会
社
の
店
舗
数
の
都
道
府
県
別
増
減
は
、
上
記
の
貯
蓄
商
品
の
残
高
増
減
と
並
行
し
て
い
る
の
か
、

最
後
に
こ
れ
を
み
て
お
こ
う
。

表
３
は
、
証
券
業
協
会
に
所
属
す
る
証
券
会
社
店
舗
の
都
道
府
県
別
内
訳
を
、
二
〇
〇
九
年
末
と
二
〇
一
四
年
末
の
二
時
点
で
比

較
し
、
そ
の
増
減
上
位
各
一
〇
を
み
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
間
、
証
券
会
社
は
三
〇
七
社
か
ら
二
五
三
社
へ
五
四
社
減
少
し
、
支
店

営
業
所
数
（
本
店
除
く
）
は
一
九
四
七
店
か
ら
一
八
五
四
店
へ
九
三
店
減
少
し
た
。

こ
れ
に
よ
る
と
福
岡
が
二
一
店
の
増
加
で
あ
り
、
愛
媛
、
広
島
な
ど
む
し
ろ
貯
蓄
残
高
が
純
減
で
あ
っ
た
県
で
証
券
会
社
店
舗
が

（10）

表２－５　増減上位10（外貨建て預金・
外債・外国株式）

（単位：100億円）

（出所）表１に同じ
（注）全国ベースでみた外貨建て貯蓄の純増額は3.9

兆円である。

10

純増上位10

0

2 －2石 川 県

鹿児島県

3 宮 崎 県 －1
4 岩 手 県 －1
5 秋 田 県 －1

東 京 都 131
神奈川県 32
千 葉 県 29
埼 玉 県 21
愛 知 県 20

6 大 阪 府 19 岡 山 県 －1
7 茨 城 県 16 群 馬 県 －1
8 三 重 県 13 山 梨 県 0
9 北 海 道 11 長 野 県 0
京 都 府 9

純減上位10
1 1 徳 島 県 －2

2
3
4
5
6
7
8
9

10



増
え
て
い
る
。
他
方
、
東
京
、
埼
玉
、
兵
庫
、
大
阪
、
愛
知
な
ど
貯
蓄
額
と
り
わ

け
株
式
、
投
信
の
残
高
純
増
が
著
し
か
っ
た
地
域
で
営
業
所
が
減
っ
て
い
る
。
こ

れ
を
ど
の
よ
う
に
解
釈
し
た
ら
よ
い
だ
ろ
う
か
。

一
つ
の
手
が
か
り
は
、
証
券
会
社
店
舗
の
純
増
県
で
は
地
銀
系
証
券
会
社
が
設

立
さ
れ
、
そ
の
営
業
所
が
増
設
さ
れ
た
ケ
ー
ス
が
多
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
地

銀
系
証
券
会
社
の
店
舗
網
は
九
州
、
中
国
、
四
国
な
ど
西
日
本
に
多
い
。
こ
れ
ら

は
、
銀
行
の
本
業
で
あ
る
預
貸
金
ビ
ジ
ネ
ス
で
も
と
り
わ
け
厳
し
い
地
域
で
あ
る
。

そ
れ
が
投
信
の
募
集
手
数
料
な
ど
役
務
収
益
の
増
加
を
狙
っ
て
証
券
業
務
に
進

出
、
や
や
過
当
競
争
が
起
こ
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
、
と
い
う
仮
説
で
あ
る
。

で
は
、
東
京
、
埼
玉
な
ど
の
首
都
圏
や
兵
庫
、
大
阪
、
愛
知
な
ど
の
都
市
圏
で

は
貯
蓄
額
の
純
増
が
著
し
い
の
に
証
券
会
社
の
営
業
店
が
純
減
に
陥
っ
て
い
る
の

は
な
ぜ
か
。
投
信
は
銀
行
で
も
販
売
で
き
る
こ
と
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
証
券
取
引
の
普
及
な
ど
が
影
響
し
て
い
る
可
能
性
が

あ
る
。

も
っ
と
も
、
以
上
は
限
ら
れ
た
資
料
の
中
で
整
理
し
た
も
の
に
過
ぎ
な
い
。
こ
の
制
約
を
軽
減
さ
せ
る
た
め
に
は
、
た
と
え
ば
本

稿
で
試
算
し
た
都
道
府
県
別
預
貯
金
残
高
を
日
本
銀
行
の
都
道
府
県
別
預
金
残
高
に
サ
ヤ
寄
せ
す
る
形
で
全
体
を
修
正
す
る
こ
と
な

ど
が
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
、
そ
の
場
合
で
も
都
道
府
県
別
に
み
た
家
計
の
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
が
正
し
い
姿
を
反
映
し
て
い
る
か
ど

う
か
は
検
証
し
て
い
な
い
か
ら
限
界
は
残
っ
て
い
る
わ
け
で
あ
る
。
よ
り
詳
し
い
検
討
が
必
要
で
あ
る
。

（11）

表３　証券会社店舗数増減上位10

（出所）日本証券業協会「会員の都道府県別営業所数
一覧」より作成

（注）2009年末と2014年末の店舗数を比較したもの。
本店を含む。

10 －5

2 －13埼 玉

京 都

3 長 野 －12
4 兵 庫 －12
5 大 阪 －10

福 岡 県 21
三 重 県 6
愛 媛 県 6
広 島 県 2
鳥 取 県 1

6 宮 崎 県 1 愛 知 －9
7 青 森 県 0 岐 阜 －7
8 秋 田 県 0 奈 良 －5
9 山 形 県 0 徳 島 －5
福 島 県 0

1 1 東 京 －65
2
3
4
5
6
7
8
9
10

純増上位10 純減上位10



注（
１
）

家
計
の
貯
蓄
動
向
に
関
し
て
は
、
総
務
省
統
計
局
の
『
家
計
調
査
　
貯
蓄
・
負
債
編
』
が
一
般
的
に
使
わ
れ
る
。
た
だ
、
こ
れ
は
調
査
対

象
世
帯
が
約
八
・
七
千
世
帯
と
少
な
く
、
一
世
帯
当
た
り
の
地
域
別
平
均
貯
蓄
額
は
都
道
府
県
庁
所
在
都
市
な
ど
に
細
分
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
は
こ
れ
で
有
用
な
調
査
で
は
あ
る
が
、
今
回
は
都
道
府
県
別
に
集
約
さ
れ
た
数
値
が
掲
載
さ
れ
て
い
る
『
全
国
消
費
実
態
調
査
』
を

利
用
す
る
。

（
２
）

http://w
w

w
.stat.go.jp/data/zensho/2014/index.htm

l

（
３
）

も
っ
と
も
、
都
道
府
県
別
に
み
た
世
帯
の
保
有
金
融
資
産
額
は
「
二
人
以
上
の
世
帯
」
に
つ
い
て
の
み
開
示
さ
れ
て
お
り
、
単
身
世
帯
に

つ
い
て
は
開
示
さ
れ
て
い
な
い
よ
う
で
あ
る
。

（
４
）

も
っ
と
も
、
総
務
省
『
家
計
調
査
　
貯
蓄
・
負
債
編
』
で
も
一
世
帯
当
た
り
平
均
貯
蓄
額
は
一
八
百
万
円
前
後
で
あ
り
、
総
務
省
『
調
査
』

の
一
六
百
万
円
弱
（
二
〇
一
四
年
）
と
あ
ま
り
違
わ
な
い
。

（
５
）

日
本
銀
行
調
査
統
計
局
『
資
金
循
環
統
計
の
解
説
』https://w

w
w

.boj.or.jp/statistics/outline/exp/data/exsj01.pdf

（
に
か
み
　
き
よ
し
・
主
任
研
究
員
）

（12）


